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Study on the Commercialisation Process of Regional University’s Knowledge 




This study aims to investigate the commercialisation process of technological seeds of the regional 
university and its industry-academia-government collaboration system in order to extract the characteristics 
and issues of regional innovation, and displays the results of a comparative analysis between proteoglycan 
of Hirosaki University and rare sugar of Kagawa University, as case studies. 
As characteristics of regional innovation, the results indicate that involvement of outside the prefecture 
companies has contributed acceleration of innovation, and value chain of innovation is not completed in the 
region, in spite of that industry-academia-government collaboration system has been built in the region by 
actively and continuously involved local administrative.  
Linkage from innovation to local revitalization and a mismatch between the active area of innovation and 
the territory of administration are pointed out as issues of regional innovation. Suggested implications are 
as follows: the importance of promotion of research and development that uniqueness based on tradition 
and characteristics of the region, institutional support for efforts to prioritize the creation of innovation, and 
selection of appropriate partner companies that consider the promotion of innovation and the ripple effect 
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いわれている（Audretsch and Feldman 2004）。よって、イノベーションにおいては、人々
が物理的接触を果たせる地理的近接性が重要な役割を果たすとしている。また、技術など
の知識は単に近接する企業へ移転しやすいわけではなく、企業の技術レベルや技術への認


































































































































































































































































か所（全国 40位）、従業者数 58019人（全国 40位）、製造品出荷額等 1兆 5107億 1928万








 170,829 4.7%  3.84
 9,423 0.3%  2.82
 662,750 18.1%  0.87
 301,524 8.2%  1.47
 125,786 3.4%  1.14
 499,794 13.7%  0.92
 159,201 4.3%  0.77
 212,397 5.8%  1.07
 107,786 2.9%  0.50
 856,811 23.4%  1.07
 3,661,261 100.0% 　

























 研究者数と技術者数を 2010年度の国勢調査によると、青森県の研究者数は 270人で全国
44位、技術者数は 9490人で全国 41位と、全国的に見て科学技術関連人材が豊富であると
は言えない。特許の出願状況等を見ると、特許出願数は年間 127 件で全国 46 位であった。







（万円） 事業所数 従業者数 製造品出荷額等
事業所数 従業者数 製造品出荷額等

製造業計 1,561 58,019 151,071,928 100% 100% 100% 1.00 1.00 1.00
食料品製造業 437 16,649 31,145,093 28.0% 28.7% 20.6% 2.07 1.96 2.47
飲料・たばこ・飼料製造業 70 1,283 8,261,256 4.5% 2.2% 5.5% 2.29 1.66 1.64
繊維工業 156 5,773 2,176,357 10.0% 10.0% 1.4% 1.41 2.57 1.10
木材・木製品製造業（家具を除く） 75 796 1,315,538 4.8% 1.4% 0.9% 1.67 1.09 1.18
家具・装備品製造業 43 379 367,880 2.8% 0.7% 0.2% 0.94 0.51 0.45
パルプ・紙・紙加工品製造業 32 1,778 11,625,333 2.0% 3.1% 7.7% 0.69 1.24 3.13
印刷・同関連業 100 1,558 1,769,103 6.4% 2.7% 1.2% 1.03 0.69 0.56
化学工業 18 619 3,420,317 1.2% 1.1% 2.3% 0.55 0.24 0.25
石油製品・石炭製品製造業 15 122 791,787 1.0% 0.2% 0.5% 2.26 0.63 0.10
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 28 1,111 1,637,639 1.8% 1.9% 1.1% 0.29 0.35 0.29
ゴム製品製造業 8 192 X 0.5% 0.3% - 0.41 0.22 -
なめし革・同製品・毛皮製造業 1 23 X 0.1% 0.0% - 0.09 0.12 -
窯業・土石製品製造業 109 1,674 4,040,424 7.0% 2.9% 2.7% 1.42 0.89 1.09
鉄鋼業 31 1,584 10,821,637 2.0% 2.7% 7.2% 0.99 0.95 1.14
非鉄金属製造業 11 3,474 34,350,315 0.7% 6.0% 22.7% 0.54 3.19 7.38
金属製品製造業 132 2,396 3,710,852 8.5% 4.1% 2.5% 0.65 0.55 0.58
はん用機械器具製造業 22 259 303,500 1.4% 0.4% 0.2% 0.41 0.11 0.06
生産用機械器具製造業 54 1,969 3,676,359 3.5% 3.4% 2.4% 0.39 0.48 0.52
業務用機械器具製造業 35 4,758 10,630,555 2.2% 8.2% 7.0% 1.10 2.97 2.96
電子部品・デバイス・電子回路製造業 72 6,076 9,942,211 4.6% 10.5% 6.6% 2.11 1.77 1.14
電気機械器具製造業 33 2,679 4,662,706 2.1% 4.6% 3.1% 0.49 0.73 0.59
情報通信機械器具製造業 16 1,505 1,435,371 1.0% 2.6% 1.0% 1.16 0.94 0.22
輸送用機械器具製造業 28 914 4,281,502 1.8% 1.6% 2.8% 0.36 0.13 0.15














構成されている。2014年現在、学部生 6100名、大学院生 811名、教職員数 1868名で中規
模の国立大学である。 
弘前大学医学部は 1944年に青森市内に設置された青森医学専門学校を前身とする。同校




があることを 1983年に世界に先立ち発表した研究者である 2。 
弘前大学の産学連携の状況を共同研究や特許の出願状況等で見てみる。共同研究は 60件
（6035万円）あり、理工系学部を有する国立大学 66大学中 57位、受託研究は 3億 2234万
円（41位）であった。特許に関しては、特許出願数 23件（54位）、特許県実施件数 7件（52























平成23年度実績 60 60,356 98 322,348 23 7 222

































































へ運搬し、PG含有 1%溶液として全国の化粧品メーカーに納入する（図表 2-5参照）。 
 
                                                   
4氷頭なますとは、北海道・東北および新潟地方で主に年越し時に食される鮭の鼻軟骨の酢
漬けでできた郷土料理である。 






























































































































































































































                                                   
6 （株）角弘ホームページ http://www.kakuhiro.co.jp/参照。 






































                                                   
8 46億円は 2011年度の売上高である。 
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た。2007 年から 2009 年の間は都市エリア産学官連携促進事業（一般型）を活用し、2010

































図表 2-8 PG関連産学官連携コンソーシアム一覧 
 
（出所）弘前大学地域共同研究センターHP、青森県産業技術センターHP、 












































































































































図表 2-10 PG関連特許の出願人と発明者 
 







最終製品としては 168アイテムが商品化されている（阿部 2013）（図表 2-11参照）。 
  
                                                   
9 ダイドードリンコとの共同研究では、「抗酸化・アンチエイジング」「免疫調整作用（抗ア
レルギー）」「抗肥満作用」の 3つをテーマとしてあげている。 
出願日 発明名称 出願人① 出願人② 発明者① 発明者② 発明者③ 発明者④ 発明者⑤
19991122 軟骨型プロテオグリカンの精製方法 科学技術振興事業団 角弘 工藤義昭
20000822 軟骨型プロテオグリカンの精製方法 角弘 高垣啓一 高垣啓一
20020524 プロテオグリカンの人口合成方法 角弘 高垣啓一 高垣啓一 石戸圭之輔
20031126 プロテオグリカンのコアタンパク質からキシラナーゼを用いてグリコサミノグリカンを分離する方法 角弘 高垣啓一 高垣啓一 金子哲
20050601 軟骨細胞の三次元培養方法 大塚製薬 　 大鹿周佐 高垣啓一 藤哲 石橋恭之
20050627 ４－アルキルウンベリフェロンの新規医薬用途 弘前大学 中村敏也
20051108 プロテオグリカンの新規医薬用途 弘前大学 中根明夫 差波拓志
20060317 グルコサミノグリカンの固定化方法、検出方法および検出用溶液セット 弘前大学 糠塚いそし 高垣啓一
20061215 コア物質への糖鎖付加方法 弘前大学 山口真範
20070330 サケ軟骨に含まれるプロテオグリカンの新規な薬理用途 弘前大学 中村敏也 高垣啓一
20080122 プロテオグリカンの抽出方法 弘前大学 加藤陽治 伊藤聖子 工藤重光
20080502 糖鎖の構築方法 弘前大学 山口真範 遠藤正彦
20080522 糖鎖改変方法 弘前大学 柿崎育子 遠藤正彦
20081126 プロテオグリカンの医薬用途 弘前大学 中根明夫 差波拓志
20090428 プロテオグリカンの新規な医薬用途 弘前大学 中根明夫 差波拓志
20090925 ヒアルロニダーゼ阻害剤 弘前大学 遠藤正彦 柿崎育子 小泉英誉
20100716 プロテオグリカン含有物 サンスター（株） 弘前大学 後藤昌史 山本和司 加藤陽治 片方陽太郎 伊藤聖子
20 
 


















                                                   
10 なお、この数値は青森県内のみではなく全国での出荷額、製造額である。 



































































































































































































































































香川県の産業基盤として県内総生産（名目）を見ると 3 兆 6289 億円で全国 36 位であっ
た（2010 年度）。その内、産業の構成比と特化係数を見ると、構成比では、サービス業が
23.0％、製造業が 21.9％と高かったが、その 2つの産業の特化係数は両方とも 1.05であり
全国的にみると特に盛んであるとは言えない。特化係数で見ると 2以上の産業分野はなく、
農林水産業が 1.32と比較的高く、全国的に見て若干盛んであると言える（図表 3-1参照）。 
 





か所（全国 32位）、従業者数 67865人（全国 35位）、製造品出荷額等 2兆 6143億 8049万










 50,774 1.6%  1.32
 3,578 0.1%  1.24
 694,447 21.9%  1.05
 157,810 5.0%  0.89
 91,966 2.9%  0.97
 481,710 15.2%  1.03
 171,461 5.4%  0.96
 178,844 5.7%  1.05
 113,660 3.6%  0.60
 728,629 23.0%  1.05
 3,165,045 100.0% 　

















図表 3-2 香川県製造業の構造（事業所数・従業者数・製造品出荷額の構成比と特化係数） 
 





研究者数と技術者数を 2010 年度の国勢調査で見ると、研究者数は 370 人で全国 42 位、
技術者数は 10730人で全国 41位と全国的に見て多いとは言えない状況である。特許の出願
状況等を見ると、特許出願数は年間 472 件で全国 29 位であった。発明人数は 2134 人で全










（万円） 事業所数 従業者数 製造品出荷額等
事業所数 従業者数 製造品出荷額等

製造業計 2,228 67,865 261,438,049 100% 100% 100% 1.00 1.00 1.00
食料品製造業 522 14,962 28,142,453 23.4% 22.0% 10.8% 1.74 1.50 1.29
飲料・たばこ・飼料製造業 20 340 2,463,589 0.9% 0.5% 0.9% 0.46 0.38 0.28
繊維工業 177 3,356 4,212,975 7.9% 4.9% 1.6% 1.12 1.28 1.23
木材・木製品製造業（家具を除く） 51 1,317 4,086,270 2.3% 1.9% 1.6% 0.80 1.55 2.12
家具・装備品製造業 91 1,064 1,690,042 4.1% 1.6% 0.6% 1.39 1.21 1.19
パルプ・紙・紙加工品製造業 79 3,346 10,699,814 3.5% 4.9% 4.1% 1.19 1.99 1.66
印刷・同関連業 137 3,872 5,967,442 6.1% 5.7% 2.3% 0.99 1.46 1.09
化学工業 47 3,352 14,321,613 2.1% 4.9% 5.5% 1.00 1.10 0.60
石油製品・石炭製品製造業 10 947 52,550,589 0.4% 1.4% 20.1% 1.06 4.21 3.88
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 91 3,270 10,460,573 4.1% 4.8% 4.0% 0.65 0.88 1.06
ゴム製品製造業 11 691 1,625,858 0.5% 1.0% 0.6% 0.40 0.67 0.59
なめし革・同製品・毛皮製造業 31 544 843,693 1.4% 0.8% 0.3% 1.85 2.48 2.58
窯業・土石製品製造業 165 3,252 6,457,464 7.4% 4.8% 2.5% 1.50 1.47 1.01
鉄鋼業 33 727 4,421,095 1.5% 1.1% 1.7% 0.74 0.37 0.27
非鉄金属製造業 16 907 35,160,078 0.7% 1.3% 13.4% 0.55 0.71 4.36
金属製品製造業 276 6,057 13,983,801 12.4% 8.9% 5.3% 0.96 1.18 1.26
はん用機械器具製造業 82 3,414 7,707,103 3.7% 5.0% 2.9% 1.07 1.19 0.84
生産用機械器具製造業 131 3,428 7,612,519 5.9% 5.1% 2.9% 0.66 0.71 0.62
業務用機械器具製造業 10 380 664,656 0.4% 0.6% 0.3% 0.22 0.20 0.11
電子部品・デバイス・電子回路製造業 9 1,886 X 0.4% 2.8%  0.18 0.47  
電気機械器具製造業 80 5,183 13,418,417 3.6% 7.6% 5.1% 0.83 1.21 0.98
情報通信機械器具製造業 1 19 X 0.0% 0.0%  0.05 0.01  
輸送用機械器具製造業 72 4,296 30,092,047 3.2% 6.3% 11.5% 0.65 0.51 0.61















置され、2003 年には香川医科大学（1978 年設立）と統合された。現在 6 学部（教育学部、
法学部、法学部、医学部、工学部、農学部）、7 研究科（教育学、法学、経済学、医学系、
工学、農学、地域マネジメント）、２連合研究科を有している。2014 年現在、学部生 5636




士課程は 3専攻から構成されており、その内の一つに希少糖科学専攻 14がある。 
香川大学における産学連携の実績（2011年度）としては、共同研究件数 71件、受入額は
1 億円であり、特許出願件数は年間 62 件であった。香川大学の規模があまり大きくない点
もあり、件数・金額とも決して多いとは言えない状況である（図表 3-3参照） 
 









                                                   











平成23年度実績 71 97,314 114 215,884 62 13 2,242



















































何森先生は 2002 年には希少糖の生産戦略としての生産工程を示す Izumoring（図表 3-5
参照）を公表した。この Izumoringの特徴としては、全 34種類のヘキソースが酵素反応で






















希少糖は Izumoring を設計図とし、自然界で最も多く存在する安価な D-グルコースを原
料として微生物から抽出され、固定化された酵素反応および微生物を用いた反応により生
産される。例えば、D-プシコースは果糖である D-フルクトースの炭素第 3位の OHを反対側




図表 3-6 D-フルクトース（果糖）から D-プシコースへの変換 
 

































設定された。参画機関は当初 12 機関であったが、のちに 32 機関となり、国内外にネット










































































図表 3-9 香川県における希少糖研究開発・実用化の経緯 
 
（出所）何森（2013）、文部科学省（2007ｂ）、松岡・原・山田（2005）等をもとに著者作成 




































































































































































































































































                                                   
22 後に株式会社となった。資本金は 8240万円、本社は香川県三木町小蓑にあり、代表者は













成事業を推進した 24。同年には糖鎖研究が対象であったが香川県が毎年 2000万円を 5年間






















                                                   
























（１） 特許の取得 25 


































































                                                   
26 年の特許件数を把握するために出願件数は分数カウントで集計した。 








































機関名 発明者名 件数 機関名 発明者名 件数 機関名 発明者名 件数 機関名 発明者名 件数
津崎 10 徳田（雅） 22 徳田（雅） 28 秋光 3
阿賀 1 早川 3 早川 1 田島 3
秋光 1 秋光 5 松尾 2
川浪 3 川浪 1 希少糖生産技術研究所 下西 2
高田 4 高田 5 石田 3
板野 2 板野 1 垣淵 1
宮本 2 宮本 1 工藤 1
石田 2 石田 1 高附 1
村尾 2 村尾 1 有友 1
田坂 2 植木 1 大隈 3
宗内 2 田島 3 飯田 3
山口 3 東江 3 高峰 3
田中 2 柳 2 小原 2
ホセイン 2 望岡 2 重松 2
植木 2 長谷川 2 田中 1
廣岡 2 奥田 1 高知大学 寺林 1
田港 2 塚本 1
岡本 1 小西 1
徳田（道） 1 窪田 1
土橋 1 筧 1
小林 1 田岡 1
森本 1 森本 8
香川産業支援財団 下西 1 竹川 1
（株）林原生物化学研究所 津崎 7 田村 1
高橋 4 高村 1
吉野 3 山崎 1
川江 1 木村 1
石川 1 宮西 1
竹下 1 佐藤 1
片山 1 平林 1
帝國製薬 永田 2 深瀬 1
四国総合研究所 石田 2 小川 1
オルガノ 安田 1 松尾 1
木村 1 麻田 2
大島 1 福元 1
佐々原 2 近藤 4
福岡 2 下西 2
吉原 2 辻阪 5
広津 3 （株）林原生物化学研究 津崎 5
垣田 1 石田 1
篠原 1 垣淵 1


















































希少糖含有シロップを使用した商品は 2014年 5月現在、104社約 700商品を開発・販売
した。同時に、500gのペットボトル入り希少糖含有シロップが 1200円（税抜）で発売され
た。売り上げは 2014年 11月～3月の 5か月間で約 6億円以上となっている 28。 
実用化としては希少糖含有シロップから着手し、設備投資をすることとなった。香川県
                                                   
28 第 12回産学官連携功労者表彰資料による。松谷化学工業（株）の希少糖関連の 2014年
の年間売上は 11.2億円程度（560億円×2％）と推定される（日本経済新聞地方経済面兵庫


























希少糖食品には松谷化学工業、伏見製作所、帝国製薬、レクザムの 4 社が 4 分の１ずつ出
資している。2014年 7月 1日には希少糖の一種である「プシコース」が米国 FDA(Food and 



























図表 3-18 希少糖普及協会マーク 
  




















要であるが、企業を中心に行われている（永富・倉増 2014）（図表 3-19参照）。 
 
















































































































































































図表 3-20  ズイナ 
 































図表 4-1 プロテオグリカンと希少糖の実用化プロセス上の比較 
項目 プロテオグリカン 希少糖 
地域基盤 基盤 産業業種 食料品製造業、非鉄金属製造業 石油製品製造業、なめし皮製品製造業、食料品製
造業 
 大学 弘前大学 中規模医学部あり 香川大学 中規模医学部あり 
技術 
シーズ 
シーズ内容 プロテオグリカンの酢酸抽出 希少糖の生産工程モデル（Izumoring） 
D-プシコースの量産化 
 研究者 弘前大学 高垣啓一教授（故人） 香川大学 何森健教授 
 研究開始年 1980年 1984年 
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項目 プロテオグリカン 希少糖 
 原料 鮭の鼻軟骨（地元+北海道） コーンスターチ（輸入）、酵母 




 用途 現在 食品、化粧品 食品 
 将来 医薬品 農薬、医薬品 
 商品化参加企業数 101社 100余社 








製造 素材 県内＋県外企業 県外企業 
 最終製品 県内中小企業+県外大企業 県内中小企業+県外大企業 
 特許 特許少数：大学 特許多数：大学、県外大企業、県内企業 















 県政策 ライフイノベーション戦略 ホワイトバレー構想（県産業成長戦略） 
香川大学への寄付講座 
 政策推進 県庁、産業支援財団、公設試 県庁、産業支援財団、（公設試） 
 マネージャー 強いリーダーシップ コーディネーション中心 
成果 量産化 2010年 2013年 
 商品数 168商品 100～700商品 
 売上高 関連製造品出荷額 29億円 
素材製造販売額 2億円 
希少糖含有液糖販売額 6億円 
 ベンチャー企業 なし 複数（希少糖生産技術研究所、レアスウィート） 









 地域化の方法 県内企業への技術・ノウハウ移転 県外企業の資本の現地化 
今後の展
開 






項目 プロテオグリカン 希少糖 











































































円未満、中堅企業の資本金を 1億円以上 10億円未満、大企業の資本金を 10億円以上の企
業としている(https://www.mof.go.jp/pri/ reference/bos/outline.htm)。GEキャピタル

































































































































































































































































































ーの松谷化学工業（株）の資本金は 1 億円、PG の事業化のパートナーである一丸ファルコ
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（地独）青森県産業技術センター   http://www.aomori-itc.or.jp/pg/ 
青森県プロテオグリカンブランド推進協会  http://aomori-pg.org/ 
一丸ファルコス（株）        http://www.ichimaru.co.jp/company/ 
（株）角弘 プロテオグリカン研究所 http://www.pg-in.com/ 
（公財）２１あおもり産業総合支援センター 青森県プロテオグリカン産業クラスタープ
ロジェクト            http://www.21aomori.or.jp/pg-cluster/ 
弘前大学地域共同研究センター    http://www.cjr.hirosaki-u.ac.jp/ 
＜希少糖関係＞ 
香川県商工労働部かがわ希少糖プロジェクト 
                  http://www.pref.kagawa.lg.jp/kisyoto/ 
かがわ産業支援財団 地域イノベーションクラスタープログラム（都市エリア型）高松地域 
                  http://www.kagawa-isf.jp/glycobio/  
香川大学希少糖研究センター     http://www.kagawa-u.ac.jp/rsrc/ 
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Kisyoto-net（太らない砂糖 希少糖を知ろう）  http://kisyoto.net/ 
（一般社団法人）希少糖普及協会   http://www.raresugar.org/rare/htm/ 
サークル Kサンクス         http://www.raresweet.co.jp/raresweet/htm/ 
松谷化学工業（株）         http://www.matsutani.co.jp/ 
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